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はじめに
ヘイトスピーチが日本社会で問題となってから久しいが，依然として問題は収束
していないように思われる。というのは，ヘイトスピーチ対策法が2016年５月に成
立したが，禁止規定や罰則はなく，その法をどのように評価するかが問われるなか
で，ヘイトスピーチを繰り返す団体の特定の場所におけるデモを事前に差し止める
仮処分が出たり1，2016年６月３日の都知事選挙において，候補者の選挙運動にヘ
イトスピーチが含まれていたことへの対応が新聞紙面で問われるなどの状況が続い
ているからである2。このように，ヘイトスピーチを法的に禁止すべきか否かはな
お問われており，憲法学においても，多くの議論がなされている3。
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１　朝日新聞2016年６月３日。
２　朝日新聞2016年８月４日。
３　本稿の個別註で参照した文献のほか，多くの文献がある。全てを挙げることは到底できない
が，本稿の問題関心に沿って参照したものとして，内野正幸『差別的表現』（有斐閣，1990年），
榎透「『ヘイト・スピーチ』と表現の自由の相克」法と民主主義486号（2014年）54-57頁，梶原
健佑「ヘイト・スピーチと「表現」の境界」九大法学94号（2007年）49-115頁，同「ヘイトスピー
チ概念の外延と内包に関する一考察」比較憲法学研究27号（2015年）127-148頁，小谷順子「ア
メリカにおけるヘイトスピーチ規制」駒村圭吾・鈴木秀美 編集『表現の自由Ⅰ–状況へ』（尚学
社，2011年）454-475頁，同「憎悪表現（ヘイト・スピーチ）規制消極論とその背景」法と民主
主義490号（2014年），駒村圭吾「憲法の観点から–憎悪と表現の規制をめぐって」国際人権24
号（2013年）71-72頁，在日コリアン弁護士協会（LAZAK）編『ヘイトスピーチはどこまで規制で
きるか』（影書房，2016年），長峯信彦「人種差別的ヘイトスピーチ―表現の自由のディレンマ
―（１）」早稲田法学72巻２号（1997年）177－241頁，奈須裕治「ヘイト・スピーチ（hate speech）
の規制と表現の自由―「内容中立性原則（content neutrality principle）の射程」―」関西大学
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表現の自由の限界を考えるための
準備的考察
─ヘイトスピーチに関する議論とスナイダー判決を素材として─
ところで，ヘイトスピーチの規制をめぐる憲法学的な議論は，表現の自由理論と
関連するものであり，とりわけ表現の自由を非常に重要視するアメリカ表現の自由
理論から影響を大きく受けてきた日本の表現の自由解釈が，ヘイトスピーチ規制を
めぐる議論において，そうした従来からの解釈に変更をするかどうかが問われてい
る。そして，それは表現の自由理論の限界を問うことにもつながると考える。本稿
の目的は，この点の追求にある。一般的に，表現の自由理論の限界を問うことは抽
象度も高く，すぐに答えを出せるものではないことはいうまでもない。そこで，本
稿では，ヘイトスピーチをめぐる議論と関連する比較的近時のアメリカ連邦最高裁
判決であるSnyder v. Phelps 4を具体的な素材として，アメリカ型表現の自由理論の
特殊性といわれるものを確認しつつ，日本の学説状況との関係を考えてみることで，
上記の問題に接近することを試みる。そうした考察は，ヘイトスピーチ規制に関し
て積極的な議論と消極的な議論との間を媒介することにもつながるであろう。もっ
とも，これらの点についても貴重な業績が多くあることから，本稿は，そうした業
績を自分なりに以下のような形で整理しながら，上記の問題を考える準備的考察を
するにとどまる。
そこで，本稿は第一章で，日本におけるヘイトスピーチ規制に関する議論を参照
し，最初に議論の出発点を概観する。そして，アメリカ型表現の自由理論が日本の
表現の自由理論に影響を与えてきた原理を確認しながら，ヘイトスピーチ規制にお
いて，その点の変更が問われていることに対して，どのような理論的応答の可能性
があるかを見る。次に，第二章では，関連するアメリカ連邦最高裁判決である
Snyder v. Phelpsを参照・検討し，第一章での考察へのフィードバックを試みる。
Ⅰ、ヘイトスピーチ規制に関する議論
１、議論の出発点―立法論と表現の自由に関する原理の選択
（１）立法論
ヘイトスピーチの定義は必ずしも定まっているわけではないが，本稿では，人種
120 専修ロージャーナル　第12号2016.12
法学論集50巻６号（2001年），同「ヘイト・スピーチの害悪と規制の可能性―アメリカの諸学
説の検討―（一）・（二・完）」関西大学法学論集53巻６号（2004年）53-103頁，54巻２号（2004
年）161-214頁，同「わが国におけるヘイト・スピーチの法規制の可能性–近年の排外主義運動
の台頭を踏まえて」法学セミナー707号（2013年）25-29頁，成嶋隆「ヘイト・スピーチ再訪
（１）・（２・完）」獨協法学92号（2013年）29-61頁，93号（2014年）1-68頁。
４　Snyder v. Phelps, 562 U.S. 443 (2011).
や民族等の集団的属性に基づいて個人や集団を誹謗する言論5とさしあたり広く捉
えたうえで，この第一章では，日本において問題となっている人種的マイノリティ
に向けられたヘイトスピーチを念頭において議論する。
まず，ヘイトスピーチを規制するか否かについての議論の出発点として，問題と
なるヘイトスピーチについて現行法で対処できる範囲とそうでない範囲の区分けが
あり，これによると，ヘイトスピーチの規制に関する議論の対象は後者についてと
いうことになる。この後者について，公共の場で不特定人に向けたヘイトスピーチ
の規制について議論するものもあるが，現在主にされている議論では，公共の場と
いう部分に幅はあるものの限定をかけ，例えば，マイノリティ集住地での街頭宣伝
を典型として，そうした特定個人に対するものでなくても，不特定又は多数のマイ
ノリティの人々に向けて直接訴えかける誹謗に対して刑罰で禁止することが提案さ
れている6。又は，マイノリティ集住地域よりも規制対象の範囲を広げて，不特定
人に向けたものでも，マイノリティが見聞きしうる範囲でなされる著しく脅迫的ま
たは侮辱的な言論や，特定の人種や民族の殺害を扇動する行為等の規制などが提案
されている7。
この点について，現行法で対処できる部分に期待できることは少なくないという
見解もあれば，実践的な場に身を置けば，そうした見解には説得力がないという見
解もある8。または，上記のように，現行法で対処できない部分について，規制対
象を非常に限定した規制を設けるのならば，そもそも新たな規制を設ける必要があ
るのかという指摘もある9。さらに，新たな規制を設けることの実効性10や立法を信
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５　曽我部真裕「表現の自由–ヘイトスピーチと表現の自由」論究ジュリストNo.14（2015年）152頁。
６　同155頁。どのような態様のヘイトスピーチに対するどのような規制を念頭において議論し
ているかが論者によって異なることから，議論の拡散が起こっている側面も指摘されている。
同152頁。
７　奈須祐治「ヘイトスピーチ規制消極説の再検討」法学セミナー736号（2016年）18頁。
８　遠藤比呂道「表現の自由とは何か–或いはヘイト・スピーチについて」金尚均編『ヘイト・
スピーチの法的研究』（法律文化社，2014年）67頁。遠藤は，差別的表現の規制の可否につい
て，かつては否定していたが，差別の実態についての考え方が変わり，結論も変わったとし，
「差別表現にもとづく差別的表現によって被害者はどのような苦しみを受けるのだろうか」「た
とえ差別感情はなくならなくても，差別的表現の規制によって，苦しみを受けている被害の再
発がどの程度抑止できるのか」と問う。同69-69頁。
９　座談会「表現の自由」論究ジュリスト14号（2015年）169頁（長谷部発言）。
10　例えば，小谷順子「表現の自由の限界」（金編・前掲注（8））101頁は，差別問題解消への悪
影響や規制がマイノリティに対して適用されるおそれを指摘する。
頼できるか否か11についても意見がなされている。
こうしたヘイトスピーチ規制の出発点をめぐる議論で立場が混在していることに
は，現行法で対処できる範囲と対処できない範囲が必ずしもクリアではない領域が
あることも一つ影響しているようである。というのは，例えば，マイノリティ集住
地での街頭宣伝というヘイトスピーチ（個人を特定しない，集団に対する誹謗表現）
に対して，現行の刑法でそれをカバーできないのは明確であるが，それを人格権に
基づいて差し止めることについては，解釈が分かれる可能性もある12。この点は民
法の領域であり，ここで確定的なことはいえないが，その見地次第では，マイノリ
ティ集住地での街頭宣伝について，人格権に基づく差し止めの方が有効であろうと
いう結論も出てくるだろう。いずれにせよ，その不確定性を認めるとすれば，現行
法で対処できる範囲と新たな法規制がまたがった形で議論されることも避けられな
いのかもしれない。
また，仮に新たな規制が現行法で対処できる範囲に重なってしまったとしても，
新たな法規制を定めること自体に，意義があることも指摘されている。例えば，新
たに刑事的規制が設けられれば，国家がヘイトスピーチに対して刑罰をもって対処
するという，非常に厳しい姿勢が示され，国民のみならず，行政部門や地方自治体
といった公的部門にヘイトスピーチを抑制しなければならないという基本姿勢が伝
わる。そうしたシグナル，シンボル的な効果が，ヘイトスピーチについて刑事的規
制をするひとつの意義である。さらに，この刑事的規制のみに頼り切るのではなく，
人権擁護行政を発展させた行政的アプローチや民事訴訟といった他の法的処置や法
的機関で構成される重層的対応の一部として，非常に制限的な刑事的規制が作用す
ることが期待されている13。
以上の多くは立法論に関わり，そこでは上述のように民事上の規制，刑事上の規
制，行政的規制の特性や適切性が議論されているほか，法律と条例にどのような役
割を期待するか，人権救済機関の設置といった点も含めて議論されている。
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11　座談会・前掲註（9）163-4頁（長谷部発言）。
12　同161頁（曽我部発言）。現行法で対処可能なものと対処不能なものについて述べつつ，現行
法制度の不備，また現行法も十分に活用されていないことについては，師岡康子『ヘイト・ス
ピーチとは何か』（岩波新書，2013年）172頁以下。
13　同172頁（曽我部発言），曽我部・前掲註（5）155頁。重層的対応の主要な一つである民事訴訟
については，参照，同「人権訴訟における民事訴訟の意義 ヘイト・スピーチ裁判を例として」
自由と正義2016年６月号13-19頁。
（２）表現の自由に関する原理の選択
このように，立法についても議論しなければならないことは多くあるが，本稿の
関心は，現行法で対処できない範囲について（または対処できるとしても重なる形
で），ヘイトスピーチの規制を考えるとき，表現の自由についての解釈論との対峙
が不可避な点にある。すなわち，ヘイトスピーチの規制は基本的にはその内容に着
目する規制であることから，従来の表現の自由解釈が論じてきたように内容規制に
対しては厳格な態度で臨むこととの整合性が求められる。
すなわち，内容規制はその表現の内容（メッセージ）に着目する規制であり，公
権力がその立場にそぐわない言論を排除するという公権力の恣意に対する警戒が論
じられてきた。公権力は，そうした場合には，特定の表現内容を敵視していても，
それを表には出さずに正当な立法目的を掲げるであろうから，厳格な基準で違憲審
査を行うべきだと論じられてきた。また，特定の表現内容を差別的に取り扱うこと
は，思想の自由市場を歪めることになる。思想の自由市場の考え方からすれば，差
別を禁止するという観点を国家が出してヘイトスピーチ規制をするのではなく，そ
うした差別の是非を国民が議論することが求められる。
さて，表現内容規制についても思想の自由市場原理の考えも，アメリカ表現の自
由理論が論じてきたものであるが，日本の憲法学説もこれを受容し，こうした考え
は表現の自由理論の中核にあるといえる。そうすると，ヘイトスピーチを規制する
か否かという問には，表現の自由の基礎理論を変更するかどうかという重い問いか
けが含まれていることは否定できない。このように，この問題は，表現の自由理論
における原理レベルの選択を迫っていることに自覚的でなければならない14。
さて，内容規制や思想の自由市場原理以外にも，ヘイトスピーチ規制を考える際
の表現の自由理論の原理的選択として，例えば，権利主体として個人を想定するか
集団を想定するか15，国家からの自由か国家による自由かという表現の自由論にお
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14　阪口正二郎「差別的表現規制が迫る『選択』―合衆国における議論を読む―」法と民主主義
289号（1994年）44頁。
15　この点は，名誉毀損の対象が特定された個人であるのに対して，ヘイトスピーチ規制は集団
を対象とするという困難性がたびたび指摘されることにも関係する。この点についても議論は
多く存在し，全てを枚挙することはできないが，例えば，差別的表現の規制を違憲とする立場
は，その理由の一つとして，ある社会集団の集団的名誉を損なうにとどまり，個人の名誉権を
侵害する名誉毀損表現とは同列に扱えないとするが，差別的表現は，ある集団を全体として誹
謗するという面と同時に，その集団に属する特定個人の社会的評価を損なう面があるといわれ
ることがある。（棟居快行「差別的表現」憲法の争点〔第３版〕（1999年）105頁）。
ける自由観，表現の自由についての価値序列，表現のカテゴリー化，表現規制によ
る委縮効果，表現の自由と民主主義との関係性をどのように考えるかといった事柄
が挙げられる。このように原理選択の局面は複数に及び，かつ上記のそれぞれは独
立したものというより相互に関連したものであると思われるが，本稿では，内容規
制と表現がもたらす害悪というテーマに限定して順に検討を行う。
２、内容規制に関して
上記のように，ヘイトスピーチ規制を表現内容に着目して行う以上，それは内容
規制にあたり，表現の自由解釈においては，公権力による恣意的規制の可能性を開
くものと警戒される。この警戒は，当該法の立法事実も含めて，厳格に審査すべき
との主張に帰結する。この点が，ヘイトスピーチの規制を論じるうえでの難問の一
つとなる。もちろん，ある法について厳格審査基準をとることが自動的に違憲の結
論を導くわけではないが，その基準のパスが非常に難しいことは確かである。
そこで，ヘイトスピーチを規制すべきであるとするならば，少なくとも２つの道
がある。１つは，厳格審査の手続きのなかで，立法事実の検証を行い，ヘイトスピー
チの害悪について，その深刻さは社会全体で共有できるほどのものであることの論
証，公権力が規制をしなければならないほどのやむにやまれぬ状況にあることの論
証をしていくことである。２つ目は，ヘイトスピーチの規制が，通常，議論されて
いる表現内容規制とは異なる性質であり，通常どおりの厳格審査を要しないと述べ
ることである。まずは，後者に関する理論的試みとして，ヘイトスピーチ規制と内
容規制の関係についての見解を参照する。前者については，害悪の立証性に関係す
ることから，次の項で触れることにする。
ヘイトスピーチ規制と内容規制の関係について，安西は次のように，アファーマ
ティブ・アクションにおける議論との比較をする。そして，両者が部分的に類似し
た性格を持つことを指摘しながら，ヘイトスピーチ規制は，いわゆる「悪性」の表
現内容規制と割り切るだけではなく，「良性」と「悪性」の双方の性格を併有する
表現規制として把握できる可能性があると述べている16。すなわち，「悪性」の表現
内容規制は，例えば公権力が自らに批判的なスピーチを望ましくないものとして抑
制するような通常のタイプの内容規制である。それとは異なり，ヘイトスピーチを
理由とする表現内容規制は，ヘイトスピーチを浴びせられたマイノリティが自らの
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16　安西文雄「ヘイト・スピーチ規制と表現の自由」立教法学59号（2001年）35頁。
尊厳を傷つけられたショックで，あるいは自らのスピーチの価値を否定されて黙ら
されてしまうが，ヘイトスピーチ規制をすることで，マイノリティの人々のスピー
チが表明されるようになり，社会において豊かな情報・意見の流通が保護されるこ
とにつながる。すなわち，ヘイトスピーチ規制は，「表現の自由のための表現規制」
というパラドクシカルな性格を持ち，通常のタイプの表現内容規制と異なって，公
的機関が，マイノリティの発言力を支持し，社会における情報・意見の多様性の実
現のため表現内容規制を行うという面が指摘できる。
他方で，想定される受益者がマイノリティのみであるアファーマティブ・アクショ
ンと異なり，ヘイトスピーチ規制の場合は，マイノリティ側のスピーチが規制され
る可能性もあり，受益・負担のあり方が双方向となる。そして，ヘイトスピーチの
規制権限を握るのは，多くの場合，マジョリティ側の人々であることを考えれば，
ヘイトスピーチの規制はアファーマティブ・アクションよりも危険な性格を帯びる
ことに注意しなければならない17。
続けて，ヘイトスピーチの規制について，一概に悪性の表現内容規制と割り切る
のではなく，「良性」の可能性を見出す理解の背景としては，社会およびその構成
員である個人をどうとらえるかという点が関わってくる。すなわち，個人は人種，
民族などの属性を持つが，そういった人種的グループ，民族的グループのおかれた
歴史的・社会的位置づけによって，かかるグループに属する諸個人の権利，利益，
地位にさまざまな影響が及ぶ。こうした個人の持つ属性の歴史的・社会的脈絡を重
視する理解のあり方を「歴史的・社会的脈絡重視型」と名付ければ，そうした立場
からは，ヘイトスピーチについて，人種的マイノリティに向けられたヘイトスピー
チが社会における人種的グループ間のパワーの格差にも絡んで，マイノリティを沈
黙させ，彼らに深刻な心理的ダメージを与えたりすることが認識される。従って，
こうしたヘイトスピーチに対する規制は，通常の表現内容規制との違いが意識され，
必ずしも悪性のものとはいえなくなる。
他方で，このような歴史的・社会的脈絡を捨象する立場からは，人種的マイノリ
ティが社会においてマジョリティと同等のパワーを有していないことは法的思考の
外におかれ，抽象的な個人が前提とされる。この立場からすると，人種的マイノリ
ティに向けられたヘイトスピーチが，マイノリティのおかれた歴史的・社会的位置
づけとあいまって，彼らに強いショックを与えたり，沈黙を強いたりすることは認
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17　以上の説明は，同2-4頁を参照。
識されがたく，人種などに限定したヘイトスピーチを他の表現内容規制と区別する
ことが困難になると考えられる18。
以上のような見解は，ヘイトスピーチ規制について，内容規制を再編成するのか，
ある種の別枠かは別として，一般の内容規制とは区分して議論できるのではないか
という指摘にも重なるものである19。
また，他にも，こうした見解に親和的と思われる指摘として，マイノリティ集住
地の近くではヘイトスピーチをしてはいけないという規制は，表現内容規制，表現
内容中立規制二分論からすると，表現内容規制プラス時・場所・方法の規制を掛け
合わせた規制であり，厳格審査基準で審査されることになるが，そのような場所の
限定によって，ぴったりと刈り揃えられた（narrowly tailored）目的達成手段であ
るという議論ができるのではないかという指摘もある。この指摘によれば，ヘイト
スピーチ一般を規制するという局面とヘイトスピーチの方法に着目して規制してい
るという局面では，審査基準が同じであっても，パスできる可能性が違ってくるの
ではないかという20。
関連して，次のようにも指摘されている。それによれば，ターゲット集団の居住す
る地域におけるヘイトスピーチ・デモに関する許可条件については，表現内容規制
として厳格審査を付すのではなく，その特殊性を考慮する余地がある。つまり，ター
ゲット集団の多く居住する地域に出向いてなされるヘイトスピーチ・デモは，たと
え特定個人ではなく集団全体に向けられたものであっても，当該地域のターゲット
集団の公的および私的な生活に重大な影響を与えうる点を重視して，デモの許可条
件を許容する考え方も成立しうるという21。
以上のような見解や指摘は，ヘイトスピーチ規制を認めるという結論に必ずしも
つながるわけでは全くなく，立場もそれぞれ異なる。ここで確認すべきなのは，ヘ
イトスピーチ規制を考えるうえで，表現内容規制には厳格審査を要求する従来型の
憲法解釈とどのように折り合いをつけるかという問い，いい換えれば，表現の自由
に関する基礎理論を維持しながら，ヘイトスピーチ規制を基礎づける解釈は可能で
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18　以上，同36-37頁。
19　座談会・前掲註（9）169頁（曽我部発言）。
20　同167頁（宍戸発言）。他方で，刑事的規制には懐疑的であることも述べられている。
21　小谷・前掲註（10）82-83頁。他方で，デモによるメッセージがその受信者に与える影響を考
慮して規制を認めた場合には，そうした先例を設けることによって生じうる弊害にも留意する
必要があるという。
あるかという問いへの回答が試みられていることである。
そして，これらの試みから読み取れるのは，そうした解釈が可能となる鍵または
そうした解釈が成立するか否か，支持されるか否かは，ヘイトスピーチによる害悪
をどのように捉えるか，どの程度の重きを置くのかということが大きく関わってく
るということである。例えば，上述のように，ヘイトスピーチ規制を「良性」の内
容規制と捉えるかどうかは，個人の持つ属性の歴史的・社会的脈絡を重視する理解
が基礎にあるとされ，その理解はマイノリティの受けるダメージの理解にもつなが
り，表現内容規制についても異なった認識を導くということであった。また，ヘイ
トスピーチと表現内容規制の関係については，表現の持つ影響力や被害をどのよう
に捉えるかが関わってくるという指摘もある22。そこで，以下では，表現が与える
害悪について概観する。これらの議論は，ヘイトスピーチ規制について厳格審査を
取った場合に，立法事実の立証が可能かどうかということにも関わる。
３、表現がもたらす害悪に関して
（１）議論の出発点
ここでは，表現がもたらす害悪が表現の自由の規制根拠になりうるかについて考
える。この点も，日米のヘイトスピーチ規制の当否をめぐる議論において，攻防を
生む点の一つになっている。表現がもたらす害悪と規制の必要性について，例えば，
ポルノグラフィ規制に関する文脈でロナルド・ドゥオーキン（Ronald Dworkin）は，
他人の嗜好や意見がうんざりするものというだけでは妨げられてはならず，人は自
分自身の個人的な選択，嗜好，意見，実例を通して，共有された道徳上の環境に影
響を与えることが許されなければならないと述べている23。これを敷衍すれば，リ
ベラリズムにとって，「不快（offensive）」は「無害」であり，表現の規制を求める
のならば，「不快」ではなく「危害（harm）」なのだという具体的害悪発生の実証は
不可欠ということになる24。こうした考えが，アメリカ表現の自由理論においての
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22　座談会・前掲註（9）164頁（川岸発言），169頁（曽我部発言）。
23　RONALD DWORKIN, FREEDOM’S LAW THE MORAL READING OF THE AMERICAN CONSTITUTION
(Harvard University Press,1996), at 237-238．石山文彦訳『自由の法　米国憲法の道徳的解釈』
（木鐸社，1999年）310頁。本来，ここでヘイトスピーチとポルノグラフィの違いと同質性につ
いて論じる必要があるが，それについては別の機会にしたい。
24　小泉良幸『個人として尊重–「われら国民」のゆくえ』（勁草書房，2016年）16頁。ドゥオー
キンの道徳的環境の議論にも触れながらヘイトスピーチについて論じるものとして，斎藤愛
『異質性社会における「個人の尊重」–デュルケーム社会学を手がかりにして』（弘文堂，2015
完全なる主流派の議論であるかどうかは別途検討の余地があるものの25，一定の理
論的定着は認められ，後述するアメリカ連邦最高裁判例においても，そうした姿を
確認することができる。
こうした考え方を，上述の表現内容規制についてと同程度に日本の憲法学説が受
容してきたかについては留保の余地があるものの，一定程度の受容がなされている
ことは，ヘイトスピーチ規制をめぐる議論において，集団的誹謗表現の新たな規制
を正当化するためには，個人的法益に還元できない「損害」の存在が論証されなけ
ればならない26として，ヘイトスピーチによる被害の明示性を要求している文脈で
確認できる。
（２）当該社会における差別状況への着目
さて，ヘイトスピーチの規制の是非を判断するうえで，害悪の存在を認めるか否
かは，その当該社会の文脈で，当該集団がどのような支配従属関係にあるのか，そ
の歴史的経緯や固定化されている現状と，それについての社会的認識が共有されて
いるかによるということが結論ではないかと思われる。この結論自体は，様々な文
献でも共有されているようである27。
この点について，毛利によれば，ヘイトスピーチ規制の許容性を考える際に着目
すべきなのは，攻撃対象となった人々が抱く不安感が，法的な対処を必要としない
主観的な反応にとどまると評価できるか否かである28。そして，当該社会の歴史的
状況からして，単なる個々人の主観的不安にとどまるとはいえない，社会的に根拠
のある反応であり，それにより社会における人々の平和的共存が脅かされる危険が
客観的に存在するといえる場合には，ヘイトスピーチの規制が可能であるという。
さらに，日本でヘイトスピーチ規制を表現の自由の観点から正当化できるかは，日
本において少数派集団が置かれている状況をどのように理解するかに大きく左右さ
れるとし，この点，日本においては現状を超える法規制が正当化できる状況ではな
128 専修ロージャーナル　第12号2016.12
年）181-194頁。
25　例えば，近時，ドゥオーキンのポルノグラフィやヘイトスピーチに関する議論を批判的に論
じるものとして，JEREMY WALDRON, THE HARM IN HATE SPEECH (Harvard University Press,2012),
at 173-197．谷澤正嗣・川岸令和訳『ヘイト・スピーチという危害』（みすず書房，2015年）
206-234頁。
26　木下智史「差別的表現」憲法の争点（2008年）127頁。
27　例えば，市川正人「表現の自由とヘイトスピーチ」立命館法学360号（2015年）130頁。
28　毛利透「ヘイトスピーチの法的規制について―アメリカ・ドイツの比較法的考察―」法学論
叢176巻２・３号（2014年）234-235頁。
いと述べる。この見解の背後には，特にドイツとの比較がある。ドイツにおいては，
ヘイトスピーチを受け取る側が，ナチスのプロパガンダがユダヤ人への破滅的迫害
をもたらしたという歴史的事情を想起せざるをえない状況が認められ，すなわち受
け手の恐怖心が単なる主観的感想ではなく，客観的に見て根拠のある法的に防止す
べき害悪だと考えられている。そうしたドイツとの比較で，日本の状況が論じられ
ている29。
こうした議論を参照すれば，当該社会におけるマイノリティ集団の差別的状況を
どのように認識，評価するかが，立場を分けていくことが理解できる。上記に関連
した指摘として，ドイツにおけるヘイトスピーチの刑事規制やそのアプローチが差
別の過去・歴史に過度に敏感なドイツの特殊性，特殊ドイツ的な議論とされる可能
性に言及しながらも，その比較において，日本においては，差別に関する実態調査
が乏しいことから，それこそが喫緊の課題であり，差別の歴史も含んだ実態解明と
社会的認知の取り組みの不可欠性だとの指摘もある。この論者によれば，ヘイトス
ピーチ規制に消極的である特殊日本的な状況の一因は，そこにあるという30。
以上からは，表現の自由を規制する根拠として，ヘイトスピーチが持つ害悪を考
慮することの妥当性については，当該社会の歴史や差別状況，社会的認識が重要な
変数となることを確認できる。
こうした議論のほかに，ヘイトスピーチが持つ害悪はどのようなものか，というこ
とを特定し，明確にすることで，表現の自由の規制根拠足りうるかというアプロー
チの仕方もある。上記のことと問題としては重なっており，問題をどこから見るか
の違いのようにも思われるが，以下ではそうした観点からの議論を参照する。
（３）害悪の明確化
そもそも，ヘイトスピーチによる害悪とはどのようなものか。それが，傷つき不
快であるとか不愉快であるというものを超えていることは，日本においてヘイトス
ピーチが問題になった事案の様子からも伝わってくる31。そうした害悪が，アメリ
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29　同223-224頁，230頁註（28），233-234頁。また，アメリカと日本の状況は「趣を異にする」こと
について，榎透「米国におけるヘイト・スピーチ規制の背景」専修法学論集96号（2006年）102頁。
30　櫻庭総「ヘイト・スピーチに関する刑事規制」（金編・前掲注（8））117頁以下。本稿のおわ
りで後述するが，同論者は，ヘイトスピーチの刑事規制には消極的であり，結論としては，刑
罰法規を含まない基本法を制定し，それを根拠規定として，差別に関する実態調査および人権
救済機関の実現を図ることを挙げている。
31　例えば，安田浩一「新保守運動とヘイト・スピーチ」（金編・前掲注（8））18-34頁，中村一成
「ヘイト・スピーチとその被害」同書35-52頁。また，法学セミナー726号（2015年）のヘイトス
カの議論においては，「芯からの恐怖と動悸，呼吸困難，悪夢，PTSD，過度の精神
的緊張（高血圧），精神疾患，自死にまで到る精神的な症状と感情的な苦痛」32とい
うように表現され，日本においてもそうした議論が紹介・共有され，議論は定着し
ているようにも思われる33。
以上のように害悪について表現されても，それらが精神面，感情におけるもので
あるためか，当事者にとっては法益侵害であるのに，他のある人にとっては品位や
単なる不快な問題とされる現状も指摘される34。そうした現状は，当事者からすれ
ば，ヘイトスピーチの耐えがたい被害の実態やその深刻さが認識されないもどかし
さ，苦しみにもつながるのだろう。
そこで，最近では，害悪をより明確化にする作業が進められ，実際に精神医学や
心理学において，実証的に被害が明らかにされて，法的な議論への影響の可能性も
あるだろうといわれる35。
他方で，ヘイトスピーチの害悪を理論的に明確化する試みとして，梶原は，ヘイ
トスピーチの害悪が，ヘイトスピーチに対する法的規制の根拠たり得るのかという
問に答える一環として，不快原理に着目し，ヘイトスピーチ問題への応用を検討し
ている36。それによれば，不快原理論者の１人である J・ファインバーグは，「もし
不当な不快の深刻さ（強さ・期間，回避可能性，同意格言）が不当な不快の合理性
（個人的重要性と社会的価値，代替手段，悪意）を上回るならば，国家の干渉は正
当化される」といった議論をするという。このファインバーグの議論は，近年，
A・v・ヒルシュという別の論者によっても展開されており，これらの議論は，害
悪と不快とを識別することで，安易に害悪の範囲を拡大して自由制約が随伴的に拡
大するのを防ごうとしているという。
実際に，不快原理論者が「害悪」として限定するのは，身体的ダメージやトラウマ
を与えるもので，害悪といえないレベルの精神的ダメージについては「不快」に分類
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ピーチ／ヘイトクライム特集においても，被害の実態を把握することができる。
32　Mari.J.Matsuda, Public response to Racist Speech Considering the Victim’s Story ,in WORDS
THAT WOUND: CRITICAL RACE THEORY, ASSAULTIVE SPEECH, AND THE FIRST AMENDMENT 17, 24
(MARI J. MATSUDA et al. eds., Westview Press,1993).
33 例えば，師岡・前掲註（12）53頁。
34　曽我部・前掲註（5）162頁。
35　同169頁。
36　梶原健佑「ヘイトスピーチ・害悪・不快原理」松井茂記・長谷部恭男・渡辺康行編『自由の
法理』（成文堂，2015年）735-762頁。
される。そして，この点が特徴的であるように思われるが，不快原理を採用するこ
とによって，害悪に至らない不快であっても，ヘイトスピーチについての規制が正
当化される可能性があるという37。他方で，実際に合憲的に規制しうる領域が危害原
理のみで対処する場合と比べて格段に広がるとは思われないとも指摘されている。
不快原理についての議論のバリエーションやヘイトスピーチ規制の文脈で不快原
理を適用する議論の詳細に，ここでは立ち入れないものの，こうした議論は，ヘイ
トスピーチが与える「害悪」を理論的に詰めていき，この文脈においてしばしば聞
く「害悪」の主観性や不明確性への懸念，または単なる不快さに過ぎないのではと
いう疑問に対して，理論的な答えを用意しようとする議論であると思われる。その
意味で，不快原理の適否も含めた今後の展開が注目される。
以上，ヘイトスピーチの害悪の明確化について概観した。この点に関連して，規
制消極派も明確な害悪の証明があれば規制を許容すると考えることから，規制積極
派も消極派も現状認識の違いで説明が可能なのかもしれないという指摘があり38，
上記のように，ヘイトスピーチの害悪についての社会的認識や解明，明確化が進む
ことによって，規制積極派と消極派の距離はなくなるのかもしれない。
しかし，害悪の明確性について，どの程度のものを要求するかは立場が分かれる
かもしれない。上記の議論自体で，害悪についての立証は十分に尽くされたと考え
る論者もいれば，さらに今後発展していく実証的・理論的な議論をもって十分な立
証だとする論者もいれば，それでもやはりなお不十分であると考える論者もいよう。
そのように考えていくと，表現規制の根拠としての害悪の実証的検証，立証はもち
ろん不可欠な事柄であるものの，その要求を突き詰めていけば，害悪について不毛
なデータ探しを要求することにもなりかねないのではという危惧を覚えてしまう。
もちろん，それは極端な想定で杞憂に過ぎないとも思われるが，そうしたときに，
「問われるべきは，かかる実証を要求するリベラリズムの法的世界認識の枠組それ
自体であるのかもしれない」39という指摘は的確であるように思われる。なお，現
実的には，害悪の実証レベルについての線引きは，わいせつ表現や名誉毀損など，
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37　実際に，これらの不快原理をヘイトスピーチの事案であるSmith v. Colin（439 U.S. 916（1978））
に適用した場合に，一定の規制を肯定しうる結論が出されている。ただし，ヘイトスピーチ全
般に対する規制を肯定する結論が出るわけではないし，不快原理論者のそれぞれによって，結
論に至る議論は異なるようである。ここでは，不快原理が，一定のヘイトスピーチ規制を正当
化する根拠になりうることが確認できる。同754-755頁。
38　奈須・前掲註（7）21頁。
39　小泉・前掲註（24）16頁。
表現による害悪が同様に問題となる法的類型との比較をすることによって行われる
ことになるだろうし，それが妥当であると考える。
以上の検討をまとめれば，内容規制をはじめとする表現の自由の基礎理論や原理
論とヘイトスピーチの害悪をめぐって，どのような理論的区切りをつけるかは，日
本の当該差別に関する社会的実態を把握したうえでの判断になるということであ
る。そうして，日本の差別に関する状況，特殊性が明らかになっていくなかで，表
現の自由理論においても，アメリカ型表現の自由理論にどこまでコミットするのか，
または欧州の議論との関係性などが問われていくのだろうと思われる。
Ⅱ、スナイダー判決（Snyder v. Phelps）40
第一章では，日本におけるヘイトスピーチ規制をめぐる議論を参照し，検討して
きた。この点について，比較的近時のアメリカ合衆国連邦最高裁判所判決であるス
ナイダー判決が参考になると考え，下記ではそれを参照する。なお，この判決で示
された修正一条解釈は，法廷意見自身が，本件事実の下で示した射程が狭いものと
しており，また，民事訴訟において不法行為が成立するかどうかの考慮要素として
なされたもの（典型的な表現規制の事例ではない）というように留保が必要である
ものの，その結論において，非常に苛烈な表現活動であっても公的関心事に関わる
表現は保護するという態度を取っていて，アメリカらしい表現の自由理論が展開さ
れたと評されている。
１、事実の概要
事件の事実の概要は次のようなものである41。
ウェストボロ・バプテスト教会（以下，適宜，集団的に教会またはウェストボロ
教会とする）は，被告フレッド・フェルプスが1955年にカンザス州トピカで設立し
たもので，その信徒団は，アメリカ合衆国とりわけ軍隊が同性愛に寛容であること
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40　判決に関して参照，東川浩二「最近の判例　Snyder v. Phelps,562 U.S.－,131 S.Ct.1207（2011）
イラク戦争で死亡した軍人の葬儀において，軍が同性愛者に寛容であることを理由に，激しく
軍を非難する行為が，遺族に対して強い精神的苦痛を惹き起こしたとしても，言論の内容が公
の関心事を含む限り，第1修正によって保護されるとした事例」アメリカ法2011－2号546-551頁。
奈須祐治「葬儀場における抗議デモと表現の自由–Snyder v. Phelps,131 S.Ct.1207（2011）」マイ
ノリティ研究第7号79-97頁。藤井樹也「他者に精神的苦痛を与える民事不法行為と表現の自由」
大沢秀介・大林啓吾編『アメリカ憲法判例の物語』（成文堂，2014年）173-193頁。
41　Snyder, 562 U.S. at 448-450.
について，神が憎んでおり，罰すると信じていた。教会は，20年間以上も，軍人の
葬儀でピケを張ることによってこうした見解を伝えてきており，ピケを行った葬儀
は600近い。
本件原告のアルバート・スナイダーの息子は海軍に所属していたが，職務中にイ
ラクで亡くなってしまい，彼は息子の葬儀をメリーランド州ウェストミンスターの
カトリック教会で行うことにした。ところが，そのことを知ったフェルプスは，他
の６人の教会員（そのうち２人は娘で，４人は孫）とともに，その葬儀でのピケを
計画した。
葬儀当日，教会は，公道に隣接した公有地でピケを張り，例えば，「神はアメリ
カ合衆国を憎んでいる」，「 9・11について神に感謝する」「アメリカは破滅する運
命にある」「アメリカ合衆国のために祈るな」「「死んだ兵士について神に感謝する」
「ローマ教皇は地獄におちろ」「聖職者たちは少年をレイプしている」「神は同性愛
者たちを憎んでいる」「お前は地獄に行く」「神はお前を憎んでいる」などと書かれ
た看板を携えた。
このピケについて，教会は，事前にその意図を当局に伝え，ピケ参加者はデモの
計画に際して，警察の指示に従った。ピケの場所は，葬儀が行われた教会から約
1000フィート離れた場所で，いくつかの建物が教会とピケの場所の間にはあった。
その場所で，ピケ参加者は葬儀の30分ほど前から看板を展示し，賛美歌を歌い，
聖書の節を朗読していた。どのピケ参加者も教会内には立ち入らず，葬儀にも行か
なかった。そして，大声で叫ぶことも，冒涜することもなく，暴力を伴うこともな
かった。
葬儀の列は，ピケの場所から200～300フィートのところを通った。また，原告は，
葬儀に向かって運転しているときに，ピケの看板の上部を見ることができたと証言
しているが，その看板に何が書かれているのか，当日晩のテレビニュースがピケを
扱っていたことで，知った。
葬儀から数週間後，ウェストボロ教会のウェブサイトに，スナイダー家を宗教的
に非難する内容の叙事詩（epic）が投稿された。これを，原告は息子の名前をイン
ターネット検索する際に見つけた。この叙事詩は，事実審では議論されたけれども，
原告が裁量上訴請求で言及していなかったことから，法廷意見は決定に際して，叙
事詩を考慮にいれなかった42。
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原告スナイダーは，フェルプスと彼の娘達と教会に対して訴訟を提起し，メリーラ
ンド州の連邦地方裁判所において，以下の５つの不法行為，①名誉毀損（defamation），
②パブリシティ権侵害（publicity given to private life），③意図的な精神的苦痛の賦
課（intentional infliction of emotional distress,以下，IIED），④私的領域への介入
（intrusion upon seclusion），⑤共謀による民事不法行為（civil conspiracy）をメリー
ランド州法に基づいて主張した。
連邦地方裁判所は，①名誉毀損と②パブリシティ権侵害について，正式事実審理
を経ない判決（summary judgment）で，原告側の主張を退けた。残りの３つの不
法行為について，審理が行われ，原告は精神的苦痛の深刻さについて証言し，息子
の死について考えるときにウェストボロ教会のピケを切り離して考えることができ
ず，その時には，しばしば，涙もろく，怒りや気分が悪くなってしまうと述べた。
陪審は，３つの不法行為の成立を認め，補償的損害賠償290万ドル，懲罰的損害賠
償800万ドルを命じた。これに対して，被告フェルプスらが，賠償額が過度である
ことなどを申し立て，修正一条違反も主張した。連邦地方裁判所は，懲罰的損害賠
償を210万ドルに減額したが，修正一条違反などについては棄却した43。
連邦控訴裁判所において，フェルプスは修正一条によって教会の言論が保護され
ること主張した。この主張が認められ，連邦控訴裁判所は，当該言論が公的関心事
であり，修正一条によって保護されるとした44。連邦最高裁判所は，原告による裁
量上訴を認めた。
２、法廷意見
ロバーツ主席裁判官による法廷意見は，提示されている争点はウェストボロ教会
員の言論について，修正一条が不法行為責任から保護するかどうかであるとして，
以下のように述べながら，結論として，その保護を認めた45。
まず，IIEDを含む州の不法行為訴訟においては，修正一条が抗弁に用いられるこ
とが認められ，教会に不法行為を認めるかどうかは，教会の言論が公的または私的
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43 Snyder v. Phelps, 533 F.Supp.2d 567(2008).
44 Snyder v. Phelps, 580 F.3d 206(4 th Cir.2009).
45 447-461．便宜上，法廷意見の概要においては，③意図的な精神的苦痛の賦課（IIED）につい
ての法廷意見に絞った。なお，関連して，参照，梶原健佑「Intentional Infliction of Emotional
Distressと表現の自由―Hatfill v.New York Times, 532 F.3d312(2008)の判例研究から―」山口経
済学雑誌58巻６号（2010年）125-141頁。
関心事に関するものかどうかという点に関わってくるものである。
この点について，先例を参照すれば，公的関心事についての言論は，修正一条が
保護する核心部分であり，修正一条は，公共に関する議論は，妨げられることなく，
力強く，広く開かれたものであるべきだという原理への深いコミットメントを示し
ている。そして，公的関心事に関する議論は，修正一条の価値ヒエラルキーにおい
て最高位を占め，特別な保護を受けるのである。先例においては，ある言論が公的
関心事か否かを判断するテストの境界線が十分に定義されていないものの，公的関
心事として，政治的，社会的問題やコミュニティの関心事，正当なニューステーマ
が挙げられている。また，たとえ言論が不適切または論争的な性質であっても，当
該言論が公的関心事を扱っているか否かという点には無関係である。
言論が公的関心事についてのものか私的関心事についてのものかを決するには，
言論の内容，形式，文脈を検討しなければならない。そして，それを考察する際に
は，決定的な要素というものはなく，何がどこでどのようにいわれたかといった言
論についての全ての状況を評価しなければならない。
そこで，教会の看板の「内容」について見ると，それらは純粋な私的関心事とい
うよりも，社会全体にとっての広い争点に関するものであることは明らかだと評価
できる。すなわち，それらのメッセージは，洗練された社会的，政治的論評とはい
えないにしても，メッセージが強調する争点は，アメリカ合衆国とその市民の政治
的かつ道徳的行為であり，我々の国の運命であり，軍隊における性的指向の問題で
あり，カトリック教会の聖職者に関するスキャンダルであり，つまり，公的に重要
な事柄である。
さて，それらの看板が，教会の立場をできるだけ多くの広い聴衆に届くように考
えられた仕方で，伝えるものであることは確かである。そして，看板の一部，例え
ば「お前は地獄に行く」や「神はお前を憎んでいる」といった看板が，原告や彼の
息子に特別に関係するメッセージを含むように見えたとしても，教会のデモ全体の
要旨や主たるテーマがより広い公的争点について話すことであるという事実は変わ
らない。
言論の「文脈」については，原告の息子の葬儀という文脈が，言論を公的関心事で
はなく私的な関心事にすると原告は主張したが，教会が葬儀と関連して言論を行っ
たという事実が，言論の性質を変えるものではない。
この点について，教会は，原告の息子の葬儀に気が付く，ずっと前からピケを
行っており，そのピケが，公的争点に関する彼らの信念を表していないとは到底い
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えない。加えて，教会と原告は，以前からの関係や対立はなく，教会の公的関心事
についての言論が，スナイダーに対する私的事柄についての攻撃を隠すようなこと
も示せない。
他にも，原告の主張として，教会の言葉だけが問題なのではなく，教会がより広
い聴衆にメッセージを届けるための演壇（プラットフォーム）として葬儀を利用し
たことを原因として，教会に修正一条の完全な保護は与えられないという主張があ
るが，教会がピケの場所に原告の息子の葬儀等を選んだのは，見解をより周知させ
るためだということは疑いなく，軍人の葬儀を選ぶのは，国家の罪深い政策につい
ての罰として，神がアメリカ兵士を殺していると教会が信じているからである。
しかし，教会がその見解を伝えるのに，原告の息子の葬儀を選んだことで，その
表現は多くの人，とりわけ原告を傷つけるものとなった。この選択によって，原告
が既に抱いていた莫大な悲嘆にさらなる苦痛が加えられ，それは「精神的苦痛
（emotional distress）」という法律用語ではとらえきれないほどのものである。そう
であっても，教会は公道に面した公有地で公的関心事について平和的にピケを行っ
ており，そのような場所は，修正一条が特別に保護する伝統的なパブリック・フォー
ラムなのである。
他方で，教会がピケに際して選ぶ場所や時間は，政府の規制に服し，つまり，連
邦最高裁の先例で宣言された基準に一致する時・所・態様の制約に服する。そして，
実際に，現在のメリーランド州は，他の43州や連邦政府と同様に，葬儀でのピケを
制限する法を持っている。これらの法が内容中立である限り，本件において問題と
なっている不法行為の評決とは異なった問題を提起するであろうが，本件当時にこ
の法は施行されていなかった以上，本件事実にどのように適用するのか，又は，メ
リーランド州や他の同様の規制が合憲かどうかについては考えない。
標的を定めた（targeted）ピケが内容中立規制によって制約された先例と本件との
関係について，特定住居前でのピケの禁止を認めたFrisby46事件と抗議者と中絶ク
リニック入口との間の緩衝帯（a buffer zone）を求めるインジャンクションを認めた
Madsen47事件は，本件とは事案が明らかに異なっている。
ピケについての具体的事実を踏まえれば，端的に，教会員は，彼らのいた場所に
いる権利があった。すなわち，教会は，葬儀でのピケについて，地元当局に警告を
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出し，地元警察に十分に従っていた。同警察の監督下で，教会にいる人々からは見
えないよう，葬儀を行う教会から1000フィート離れたところでピケは行われ，それ
は秩序に従ったもので，叫びや不敬，暴力もなかった。
そして，内容規制については，教会のピケによって引き起こされた苦痛は，葬儀
自体への干渉によるものというよりも，ピケが伝えるメッセージの内容と観点によ
るものである。例えば，教会員が立っていたのと同じ場所で，教会の集団が「アメ
リカに神の祝福を」「神はあなたを愛している」といった看板を持って立っていた
ら，責任に問われることはなかっただろう。したがって，教会が不法行為責任に晒
されたのは，教会の言論内容ゆえなのである。
そのように考えていくと，教会の言論は，公的関心事について公的な場所でなさ
れたのだから，その言論は修正一条の特別の保護に値し，それが人の心を乱すから
とか，侮辱するからという理由だけでは，制限されえない。
さて，IIEDの認定基準については，陪審は，教会のピケが「常軌を逸している
（outrageous）」場合には，IIEDが認定されると説示されたが，これは主観に結びつ
く非常に影響されやすい基準であり，陪審の好みや見解，又は反感を基礎に責任を
課す可能性がある。本件のようなケースでは，陪審は表現の内容について中立的に
なりにくく，激しく，辛辣でときに不快な表現を抑圧する道具となる危険があるが，
それは受容できない。
なぜならば，公的討論においては，我々は侮辱や常軌を逸している言論にさえも
寛容でなければならず，そうすることで，修正一条が保護する表現に「息つく場所
（breathing space）」を十分に与えることができるからである。そうであるのならば，
教会の言論について，彼らがそれをいうのに選んだやり方と場所の全体的な文脈か
ら，それは修正一条の特別な保護に値するといえ，その保護は，常軌を逸したピケ
であるという陪審の認定によっても覆すことはできない。
教会の葬儀におけるピケは，確かに人の心を傷つけるものであり，公的議論への
貢献も取るに足らないものであろうが，他方で，ピケは公的に重要な事柄を公有地
で述べており，地元警察の警備に十分に従った平和的なものであった。そして，こ
の言論は，原告の息子の葬儀と同時にするように計画されたが，それ自体が葬儀を
混乱させるものではなく，さらに，教会がそのピケをするのに選んだ時間や場所は，
言論の性質を変えるものでもない。
最後に，「言論は強力なものである。それは，人々の行動を促し，喜びと悲しみ
双方の涙を流させ，本件のような非常な痛みも与えうる。我々に提示された事実か
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ら，我々は，話者を罰することによって，その痛みに対応することはできない。国
家として，我々は，公的な議論を窒息させぬように，公的関心事についての言論が，
人を傷つけるものであってさえも保護するという異なる道を選んできた。この選択
によって，我々はウェストボロ教会に対して，本件ピケについての不法行為責任を
問わないことが求められる」。
なお，ブライア裁判官による結果同意意見とアリトウ裁判官による反対意見がある。
３、検討
（１）表現の性質と公的関心事のテスト
本件は，ヘイトスピーチの事案として扱われていることが多いようだが，本稿の
第一章で見てきたような人種的ヘイトスピーチの事案ではなく，表現の主たる差別
対象は同性愛者である。被告は，同性愛に寛容なアメリカ合衆国や軍に対する不満
や批判を攻撃的に表現するなかで，差別を示していて，そうした活動はヘイトス
ピーチであると同時に，公的関心事に関わる表現であると評価されている。確かに，
例えば同性婚などを念頭におけば，それが近時のアメリカ合衆国において，論争的
な公的関心事であることは否定できず，政治的表現としての側面も肯定できる48。
被告であるウェストボロ教会がした表現内容は，同性愛者差別のみだけでなく，
カトリック教会批判やアメリカ合衆国の運命などに及び，それらの中に，原告を対
象として攻撃する私的な言論が含まれていても，公的関心事に関わる表現であると
評価され，法廷意見は修正一条の特別な保護を認めている。
このように，本件では，公的関心事に関する言論と私的関心事に関する言論が混
在しているなかで，その混在の程度によって，民事不法行為責任の成否が左右され
ることが示された。その程度を決した基準である公的関心事のテストについては，
基準をより明確にすべきではなかったかという指摘がなされている。
例えば，法廷意見が公的関心事のテストを用いながら，同時に，当該言論が修正
一条の特別な保護を受ける伝統的パブリック・フォーラムである公道に面した公有
地でなされたことにも言及されていることに着目すれば，法廷意見において，言論
が公的関心事に関するものであったという認定事実と，表現行為が実行された場所
がパブリック・フォーラムであったという認定事実のうち，いずれが決定的であっ
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48 ヘイトスピーチと政治的表現の区別が可能か，両者の混在関係について，参照，小谷・前掲
註（10）96-97頁。
たのかは判然としておらず，この意味で法廷意見は十分に整理されていないという
評価がなされている49。
この点は，公的関心事テストが名誉毀損表現やプライバシー侵害表現といった表
現類型において，どのように作用するのかという点や，又は，より一般的に修正一
条と公的関心事のテストの関係性といった点も含めて，一層の深化が注視される。
（２）内容規制と表現の自由理論
上述のように，基準の明確化が指摘されるのは，それが修正一条に関わる重大な
事柄であるとともに，本件で問題となった私的関心事に関する言論の攻撃性が強く，
原告を傷つける苛烈な表現活動であったことも影響していると考えられる。
この点，法廷意見は，原告が本件の教会ピケについて不法行為責任を求めるのは，
まさにその表現内容ゆえであるとし，公的討論においては，常軌を逸している言論
にさえも寛容でなければならないと，公的議論における内容規制への懐疑と修正一
条の重要性を論じている。特に，表現は強力なものであり，非常な痛みを時に与え
ることがあると前置きを述べた上で，アメリカ合衆国は，公的な議論を窒息させぬ
ように，人を傷つけるものであっても公的関心事についての言論を保護する道を選
んできたと述べる結論部分は印象的である。この高らかな宣言とも思われる結論部
分は，「アメリカで最も嫌われた家族（The Most Hated Family in America）」50と評さ
れることもある，ウェストボロ教会の苛烈で常軌を逸したともいえる言論が，相手方
に非常な苦しみをもたらしたとしても，それでも公的言論である以上は修正一条の
保護を与えるとした帰結とともに，アメリカ的表現の自由理論と呼ばれるものの存
在を意識させられる。本件判決が「アメリカ的」と評される一因はここにあろう51。
（３）内容中立規制について
法廷意見は内容規制について上述のような立場をとるものの，内容中立規制の可
能性については否定せず，先例と適合する「合理的な（reasonable）」時・所・態様
の制約に服することは，肯定している。問題は，どのような規制が合理的かという
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49　藤井・前掲註（40）187頁。
50　ウェストボロ教会について，BBCが2007年に作成，放映したドキュメンタリーフィルムのタ
イトルである。
51　東川・前掲註（40）551頁。スナイダー判決は，個人を特定した攻撃とは認定されないものの，
そこにギリギリに接近した事例であり，そこで示された，嫌な思いをさせる言論も守られるべ
きだとの法廷意見は，被告らの巧妙な戦略が期せずして非常に重要な憲法解釈を引きずり出し
ているという指摘もある。座談会「合衆国最高裁判所2010－2011年開廷期重要判例概観」アメ
リカ法〔2011〕551頁（駒村発言）。
ことであろう。この点について，法廷意見は，葬儀の場でのピケを規制する内容中
立規制の法が本件当時は有効ではなかったことから，判断をしてない。すなわち，
もし，事件当時にこの法が有効であれば，議論の対象となって，全く別の問題を提
起していたが，そうではないため，その法が本件にどのように適用されるのか，又
はその法や同様の法の合憲性を判断する機会を逸したと法廷意見は述べている52。
しかし，本件の苛烈な表現が原告に与えた精神的被害を踏まえて，ウェストボロ
教会の言論を規制すべきか否かという問題についての憲法的判断をする際に，その
問題を解く鍵は，内容に一定の着目をしながらも，重点は場所的な規制にあるとい
うような内容中立規制の是非を論じることにあったと思われる。
この点，スナイダー判決が教会側を勝たせた結論を支持しながらも，教会のピケ
参加者に責任を課さないからといって，アメリカ市民に私生活を崩壊させるような，
不合理を甘受させることにつながるわけではなく，政府は合理的な内容中立規制を
して，望まない聴衆が望まない表現活動を避ける手立てを検討することが可能であ
ると述べるものもある53。そのように考えると，やはり問題の本質は内容中立規制
であり，その規制の合理性をどのように考えるかという点にあるように思われる。
そして，その合理性について，場所的規制における距離の適正さといった物理的条
件の合理性のみならず，内容に一定程度の着目をすることの合理性をも含めて考え
ることはできないのだろうか。
前述のように，法廷意見によれば，事実の問題からそれが叶わなかったわけだが，
それが当該事実に沿った形で理論的に論じられれば，スナイダー事件における憲法
論には別の意義が与えられたのであろうし，一般的にも，つまり，ヘイトスピーチ規
制と表現の自由についての基礎理論との関係性においても示唆深かったと考える。
他方で，現在のメリーランド州法では，葬儀や葬儀の列から100フィート以内のピ
ケを禁止していて，ウェストボロ教会のピケがスナイダー家の葬儀から1000フィー
ト離れていたことからすると，現行法の制限は満たしていることになる54。
以上のことを踏まえると，ピケについて「内容に基づく場所的な規制（content-
based locational restriction）」の憲法的妥当性がまさに問題となっているとすると，
ウェストボロ教会の主張者たちが現行法に従っていたという事実は，むしろ「論点
140 専修ロージャーナル　第12号2016.12
52　Snyder, 562 U.S. at 457.
53 The Supreme Court, 2010 Term–Leading Cases, 125 HARV. L. REV. 172, 201(2011).
54 Snyder, 562 U.S. at 457, n.5.
の先送り（question-begging）」のようにも思われるという指摘55にはうなずける。
もちろん，それが容易な問いであるとは思わない。つまり，本件において内容規
制と内容中立規制を掛け合わせることの是非は，まず，法廷意見においても言及さ
れた中絶クリニック付近での言論活動や私的な居住地における表現活動の規制との
比較において考えなければならない。前者では，緩衝帯（buffer zone）という概念
が出てくるが，それをスナイダー判決の文脈やヘイトスピーチ一般の文脈に応用す
ることの理論的構築が容易なものではないことは想像に難くない。少なくとも，実
際に法廷意見はスナイダー事件と上記２判例の事案は全く異なるとしている。スナ
イダー事件と上記２判例を比較する際には，事案ごとに表現がどのような性質，背
景を持つか，表現の対象者はだれか，表現主体はだれかなどの諸要素も絡んできて，
単純に問題を考えることは許されないように思われる。
または，より一般的に，表現内容中立規制について考える場合でも，例えば，あ
る場所的な規制が代替的チャネルを用意していても，それが実質的には代替的チャ
ネルとはとても言えないような事案もありえ，そうした表現の自由に対する制約は
慎重に考えなければならない56。こうした議論は既に日本において検討されてきた，
表現内容規制と表現内容中立規制の関係如何という問題にもつながる。周知のよ
うに，内容規制と内容中立規制の二分論は，後者の規制に対して十分な司法的な
チェックを加えるものではないとの批判があるが57，この文脈においても，それを
考慮しなければならない。
（４）ヘイマンの議論
こうした点も含めて興味深い議論をしているのが，スティーブン・ヘイマン
（Steven J. Heyman）である。ヘイマンは，スナイダー事件の法廷意見には批判的
であり，ウェストボロ教会のピケは修正一条の保護を受けないと考える58。
①スナイダー判決について
本稿の問題関心にひきつけて，彼の議論を参照すれば，ヘイマンは，スナイダー
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55 Frederick Schauer, Harm(s) and the First Amendment, 2011 S. CT. REV. 81, 90 (2012).
56 例えば，パブリック・フォーラムの文脈における関連する指摘として，See, TIMOTHY ZICK,
SPEECH OUT OF DOORS PRESERVING FIRST AMENDMENT LIBERTIES IN PUBLIC PLACES (Cambridge
University Press,2009) 3, 228-229.
57 代表的な議論として，市川正人『表現の自由の法理』（日本評論社，2003年）207頁以下。
58　Steven J. Heyman, To Drink the Cup of Fury: Funeral Picketing, Public Discourse, and the
First Amendment, 45 CONN. L. REV. 101(2012).
判決の法廷意見のように，内容中立規制を持ち出すことは，言論の自由に関する慎
重な考慮をしないで済む抜け道を作るようなもので，してはならないと考える。本
件は，言論の自由と他の重要な権利がぶつかる事案であり，そうしたときに，裁判
所は両方の価値を慎重に考慮しなければならないとする59。
ヘイマンは，表現の自由は，他者の人格と権利を尊重する義務を伴い，スナイダー
判決の問題として，民主的な社会の全ての価値は，究極的には人間の自由とディグ
ニティの尊重に基づくのにも関わらず，それを認識していないことにあると述べる。
そして，そうした認識を持つアプローチが，リベラル・ヒューマニスト・アプロー
チであり，彼はその立場を取るとする60。
以上のようなことから，ヘイマンはスナイダー判決においては慎重な考慮が必要
だったとし，多数意見の３つの前提，①ウェストボロ教会のピケが葬儀を行った教
会から離れた公有地でなされ，葬儀にはほとんど影響がなかった，②教会の言論は，
原告のスナイダーを個人的に攻撃するものではなく，公的関心事についての，公衆に
向けられたものだった，③言論による精神的苦痛は，その内容や観点が基礎となっ
ている，という点が間違っていると分析していく61。
ここで，特に３点目の内容規制に関することに着目すると，ヘイマンは，スナイ
ダーの精神的苦痛は，教会の政治的・宗教的見解に不同意だから惹き起こされたの
ではなく，教会の信じられないくらい残虐で慈悲のない行為が，原告の家族に痛み
を引き起こし，原告の息子の葬式からディグニティを取り去ったのだと述べ，内容
や観点に基づく規制という考え方はとらない62。
また，ヘイマンは一般論として公的議論は相互承認や相互尊重に基づいており，
コミュニケーションが生ずるためには，参加者は，お互いを人間として承認しなけれ
ばならないと述べる。そして，それは私的領域でも公的領域でも同様であるとする63。
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59 Id, at 142.
60 Id, at 129.
61 Id, at 113.
62 Id, at 123.
63 Id, at 127-129．ヘイマンは，こうした議論はヘイトスピーチについても同様で，すなわちヘ
イトスピーチは表現対象者について，一方で，知性を持った存在であり，言葉を理解し，使う
ことがきる人間だと思っている反面で，彼らの身分と権利すなわち他者のヒューマニティを否
定している点に問題があるとする。Id, at 136.なお，ヘイマンはスナイダー事件について，ヘイ
トスピーチとして問題を構成することも可能であり，ウェストボロ教会のピケはヘイトスピー
チとして保護されないという議論もありうると述べる。彼が立つリベラル・ヒューマニスト・
以上のようなことから，ヘイマンは，法廷意見について，我々が最も称賛すべき
原理の一つである言論の自由について忠実でありうるのは，尊重に値する価値であ
る個人の人格への保護を犠牲にしなければならないと述べたものと考え，そうした
立場は悲劇としかいいようがないと述べる64。
②内容中立規制について
さて，上記のように，ヘイマンは本件については，内容中立規制の可能性を探る
よりも，言論の自由に関して慎重な考慮をすることを求めるが，葬儀でのピケ一般
について，リベラル・ヒューマニスト・アプローチを適用することを試みる65。そ
こでの内容中立規制についての議論に着目したい。
まず，ヘイマンは，葬儀でのピケは，家族や会葬者に直接のインパクトを与え，
精神的安定や品位，プライバシー，信仰心などを侵害するのみならず，共同体が持
つ，人間の生死についての品位を守ろうとする権利をも侵害すると述べる66。
そして，修正一条の観点からすると，言論の価値と他人の品位やプライバシー権
を保護することのどちらが重要かということが問題になり，ここで究極的に問われ
るのは，競合する権利のうちどれが最も大きな価値を持っているかであり，個人の
自由や品位や全ての権利の基礎にある諸原理から，考慮をしなければならないと
いう67。
ここで，ヘイマンは，一般的には，会葬者でもない外部者（outsider）が会葬者
に対して表現活動をする権利はないと指摘する。すなわち，修正一条の下で，公衆
一般に対して話す権利はあるし，ピケが公衆だけに向けられているならば，憲法上
の保護が及ぶ強い理由になる。しかし，公衆に話しかけるという修正一条の権利は，
葬儀のすぐ近くに立って，公衆のみならず会葬者にも直接話しかけられるほど間近
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アプローチによれば，ヘイトスピーチは，標的となっている人々が人間として，そして共同体
の一員として認識され，取り扱われる権利と同様に，人格，市民，平等への権利を侵害するた
め，ある種のヘイトスピーチは憲法上の保護を否定すべきだという。以上のように，ある種の
状況下で，教会のピケがヘイトスピーチとして保護されないという議論は十分合理的であると
思うと述べつつも，ただ，ここではその構成を取らずに議論している。Id, at 159, n.328.ヘイマ
ンのヘイトスピーチに関する議論は，See, STEVEN J. HEYMAN, FREE SPEECH AND HUMAN DIGNITY
（Yale University Press, 2008）．ヘイマンの議論を紹介するものとして，桧垣伸次「ヘイト・ス
ピーチ規制論と表現の自由の原理論」同志社法学64巻７号（2013年）1009-1013頁。
64　Id, at 127.
65 Id, at 151.
66 Id, at 151.
67 Id, at 157.
で表現活動をする権利があるかどうかが問題になる。そして，その権利はないとヘ
イマンはいう68。
そこで，緩衝帯や内容中立規制の話が出てくる。ヘイマンは，そうした時間や場
所を規制する法の憲法適合性や内容中立かどうかの判断については，文脈と目的を
見る必要があると述べた上で69，興味深い見解を示す。それは，もし，緩衝帯に関
する法が，例えば「アメリカ万歳」といった愛国的表現を許して，ウェストボロ教
会のピケを許さないものだとしたときに，それが内容規制に当たるかどうかという
点に関してである70。
ヘイマンは，その場合は，見解によって差別しているわけではないと述べる。と
いうのは，「アメリカ万歳」という人は，家族を支え，死者を尊重する「会葬者」
であり，教会のピケ参加者は「外部者」に当たる，それゆえの区別なのだというの
である。また，会葬者を「囚われの聴衆（captive audience）」と考えることもでき
るではないかとも述べる。いずれにしても，適切な緩衝帯がどのようなものかは，
具体的なコンテクストで判断するというが，上記のような考え方は，スナイダー事
件においてもヘイトスピーチ一般に関しても，内容中立規制について考える際に，
従来の表現の自由理論とは異なる展開を示しているように考えられる。
（５）表現活動の害悪について
これまでの議論の前提となっている，本件での表現活動が原告に与えた害悪につ
いて，法廷意見は，それは「精神的苦痛」という法律用語では捉え切れないほどで
あると述べており，額面どおりにその言葉を受け取れば，その非情な痛みを真正面
から受け止めているようにも思われる。そして，そのうえでの修正一条解釈を示し
ているといえる。しかし，教会を勝たせた本件の結論において，本件表現の害悪を
どこまで深刻に受け止め，どこまで深刻に考慮にいれているかは図りかねるところ
である。
というのは，本件の事実を思い描けば，葬儀の場で，息子の死の悲しみに暮れる
人に，「お前は地獄にいく」などの看板を直接的ではないにせよ，伝えることが，
いかに残酷なことか，いかに常軌を逸した活動であるかは想像に難くない。もちろ
ん，法的な議論であるから，直接的ではなかったという事実が非常な重みを持って
いることは承知しているし，この種の事件では事実関係が非常に重要であることも
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68 Id, at 158-162.
69 Id, at 165-166.
70 Id, at 167.
理解できる。しかし，だからこそ，例えばアリトウ裁判官反対意見のように，間接
的に原告に表現が伝わった経緯や事実も含めて議論することや71，内容中立規制の
可能性について踏み込んだ検討をすること，又はヘイマンがいうように本件での言
論の自由について，それが損なった他者の権利を踏まえて慎重に考慮することなど
が，たとえ教会が勝つという結論は変わらないとしても，修正一条解釈をする際に
害悪を真剣に考慮にいれるのならば，取りえた自然な道なのではないだろうか。
以上のように，アメリカ表現の自由理論が害悪について，どれほどの受け止め方
をしているのかという点については，真正面から表現の強さを受け入れているとい
う見方も成立すれば，表現によって傷つけられることをどれほど深刻に受け取って
いるのかについては怪しい部分もあるという見方も成立し，ひょっとすると「不感
症」の可能性すら，見方としてありえなくもない72。大変興味深い点であるが，い
ずれにしても，スナイダー判決を眺めるだけでは，この答えは出ず，同判決をアメ
リカの判例伝統と修正一条理論のなかでどのように位置づけるかも含めて，今後考
えていきたい。
（６）本稿第一章へのフィードバック
スナイダー判決は，第一章でみてきた人種的ヘイトスピーチではなく，同性愛者
を差別するヘイトスピーチであった。その意味で，両者は異なり，それぞれのヘイ
トスピーチが日米の社会においてどのような構造的差別に由来しているのかの検証
は，別個に考えなければならない。日本においては，人種的マイノリティが歴史的
にどのように差別され，現在の社会においてどのような構造的な差別に晒されてい
るのか，ということであり，スナイダー判決でいえば，同性愛者差別がアメリカ社
会において歴史的にどのように位置づけられてきたのかといった検証，さらにその
差別の現状についての検証をすることになる。
他方で，共通項もある。それは，表現が非常に苛烈であり，倫理的に不当と評価
でき，表現対象者に残酷なまでの心理的被害を与える点である。スナイダー判決で
示された表現の自由解釈は，非常にアメリカ的であると評されており，第一章で考
察した表現の自由の基礎理論や原理の選択を論じるうえで，いくつかの示唆を与え
てくれると思われる。
そのうちの一つをまとめながら確認すれば，ヘイトスピーチ規制の文脈では，内
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71 Snyder, 562 U.S. at 463 (Alito, J., dissenting).
72 座談会・前掲註（9）166頁（駒村・川岸発言）。
容規制と内容中立規制の関係についてどのように考えるかということが問われてい
る。その点について，本稿第一章では，ヘイトスピーチの問題については，典型的
な内容規制についての議論を当てはめないという理論的可能性をみた。また，特殊
な事案であるスナイダー判決から一般論を導くことは難しいが，そこにおいても，
内容規制と内容中立規制の間，便宜的に「内容に基づく場所的な規制」という言葉
を用いれば，その規制を問う余地があった。もちろん，この「内容に基づく」とい
う点が，修正一条解釈においての理論的難点を含むことは予想されるし，「場所的
な規制」の合理性も，論争的かもしれない。それでも，例えば，ヘイマンの議論の
ように，緩衝帯や「囚われの聴衆」といった概念を用いて，「内容に基づく場所的
な規制」を議論する可能性は皆無ではないように思われる。少なくとも，このこと
は，スナイダー判決を参照して，本稿の第一章にフィードバックできることではな
いだろうか。
おわりに
ヘイトスピーチをめぐる議論においては，公権力とヘイトスピーチ，または公権
力とレイシズムの関係についても論じられている。例えば，国家が外国人に不利な
措置を講じたり，移民を犯罪視するような政策をとった場合に，または，マスコミ
が外国人への恐怖を煽るような報道をした場合に，国家やマスコミは，間接的かつ
「洗練された」かたちで，レイシズムを涵養している可能性があるという指摘が
ある73。
こうした「上からのレイシズム」論だけでなく，ヘイトスピーチについては，ま
ず公権力の責任を確認することが先決であり，すなわち構造的不正義についての公
権力の責任を，ヘイトスピーチ規制をすることで個々の行為者に代位させ，問題を
解決するかのような事態への警鐘も聞かれる。すなわち，私人間で発せられるヘイ
トスピーチ以前の問題として，公権力が発する「排除」のメッセージが，一般私人
に対して「憎悪の許可（permission to hate）」として作用する状況こそが，優先的
に救済されるべき課題なのである74。
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73　森千香子「ヘイト・スピーチとレイシズムの関係性–なぜ，今それを問わねばならないのか」
11頁。また，塚田哲之「表現の自由とヘイト・スピーチ」人権と部落問題867号（2015年）22頁
も，日本社会の現状について，国家権力・政治のありようが，現に行われているヘイトスピー
チを容認・助長していると指摘する。
74　志田陽子「アメリカ合衆国におけるヘイト・スピーチ規制立法をめぐる議論」武蔵野美術大
そして，そうした構造的不正義を克服するうえでは，その性質上，行為者個人の
責任に限定して罪責を問う刑事規制はなじまず，そこに刑事規制の限界があるとい
う指摘75は理解できる。確かに，行為者個人の問題としてヘイトスピーチを捉えれ
ば，その背後にある国家社会の差別構造や社会的偏見が注目されることはないよう
に思われる。
上述までの議論がそうであったように，ヘイトスピーチの規制をめぐっては，近
年，憲法学のみならず，刑法学，民法学，社会学といった学問領域を横断して相互
にやり取りがなされている。または，差別表現問題に取り組んできた運動家と研究
者がシンポジウムで議論することや76，憲法学内部においてもドイツ，フランス77，
アメリカといった異なる研究対象国を持つ研究者による議論の積み重ねがある。そ
うした活発な議論は，まさに思想の自由市場における見解のやり取りであり，表現
の自由の意義を実感させられる。もちろん，被害者の痛みに鈍感になってはいけな
いが，必要な調査を行って，前提を共有しつつ議論を相互により深めていくことが，
問題を進めていくことに疑いない。
本稿は，ヘイトスピーチに関する議論とスナイダー判決について参照することで，
表現の自由の基礎理論や原理論にどのように向き合うかということを考察した。そ
の際には，アメリカ型表現の自由の特殊性を目の当たりにすることもあった。そし
て，そうしたアメリカ型の表現の自由理論の影響を大きく受けている日本の憲法学
説が，ヘイトスピーチ規制の是非に際して，どのような選択をするのかについて，
諸議論を参照した。本稿の検討からは，人種的ヘイトスピーチ規制に関して，非常
に限定的な法規制を考える際でも，表現の自由についての原理の選択が関わってく
るが，選択はアメリカ型かそうではないかという二者択一ではなく，例えば，ヘイ
トスピーチ規制と内容規制の関係性についても，従来のアメリカ型の解釈と矛盾し
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学紀要33号（2002年）120頁。同『文化戦争と憲法理論–アイデンティティの相克と模索』（法
律文化社，2006年）252頁以下も参照。
75　櫻庭総「名誉に対する罪によるヘイト・スピーチ規制の可能性 ヘイト・スピーチの構造性を
問うべき次元」（金編・前掲註（8））143，145頁。同「現在の刑事司法とヘイトスピーチ」法学
セミナー736号（2016年）24-29頁も参照
76　例えば，「 6・11シンポジウム〔第２部〕ヘイトスピーチ規制をめぐる大議論」創496号
（2015年）36-45頁。
77　フランスにおける議論との比較も重要であると思われる。今後の課題としたい。参照，山元
一「立ち竦む『闘う共和国』–テロリズム攻撃に直面するフランスにおける表現の自由」法律
時報88巻２号（2016年）101-106頁。
ない形の選択肢が示されていることを見た。もちろん，それが本当に従来型の表現
の自由の基礎理論を維持しているものかどうかは，より考えていかなければならな
いだろう。
また，スナイダー判決からは，内容に着目しながらも場所的な規制をかけること
の可能性，すなわち内容規制と内容中立規制を掛け合わせることについて考えさせ
られた。これについては，同種の事案が問題となった他の判例との比較，アメリカ
連邦最高裁判判決全体の中での位置づけ，その点についての学説など，参照し，研
究しなければならないことは多く，内容規制と内容中立規制の二分論の関係性も射
程に入れて，今後の課題にしたいと思う。
以上の議論は，アメリカ憲法に特有のものも多いが，その考察は，アメリカ表現
の自由理論の影響を受けている日本の憲法学説が，それらのアメリカの議論をどの
ように評価するかと同時に，どの程度，コミットするのかという問いにトレースさ
れていく。当然のことながら，アメリカ表現の自由理論にすべて準拠する必要はな
いのだが，従来の日本の憲法学説がアメリカ表現の自由理論を一定程度受容してき
たことを考えると，もちろん，どの程度の受容をしてきたかを別に検討する必要は
あるにせよ，今後の議論をしていくうえで，その点の自覚が求められよう。
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